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 研究要旨 

 本研究では、住民主体の通いの場（サロン等）への参加が高齢者のフレイル・要介護抑制

にもたらす効果を疑似実験計画デザインに基づく 2 つのサブスタディから検証した。1.愛知

県内の大規模団地を有する地区におけるサロンへの参加とフレイルや要介護発生との関連

を検証した。2.知多北部広域連合の 4 市町に居住する高齢者を対象にサロン参加頻度やプロ

グラム内容の実態を把握しフレイルとの関連を予備的に検証した。 

 2018 年度は愛知県内の大規模団地を有する地区における 65 歳以上住民への悉皆調査を

実施し、すでに 2015 年に同地区で実施された調査データと突合する縦断データを構築す

るとともに、2015 年調査データにその後の要介護認定情報および賦課情報（死亡など）を

突合する縦断データを構築した。2019 年度は疑似実験計画法により、大規模団地地区にお

けるサロンへの参加が個人のフレイル・要介護抑制におよぼす効果についての解析を行っ

た。また知多北部広域連合の 4 市町における要介護認定非該当高齢者を対象とする郵送自

記式質問紙調査を実施し、横断データに基づく解析を行った。 

 分析の結果 1. 大規模団地を有する地区における 3 年間の縦断データ解析では、サロン

参加者は非参加者と比較して要支援 1 以上の認定リスクが 24％低かったが、統計的有意差

は認められなかった。フレイルおよびその下位領域についても、同様であった。2．4 市町

における大規模横断データを分析した結果、サロン参加は女性では 3 割弱に対し、男性で

は 1 割に満たないこと、また 75 歳から 89 歳の年齢層において比較的参加割合が高いこと

がわかった。抑うつ傾向をアウトカムとする解析から、サロン参加者は非参加者と比較し

て、性年齢の影響を調整しても抑うつ傾向のある人が少ない傾向が認められた。ただし参

加頻度と抑うつ傾向ありとの明確な量反応関係は認められなかった。 

 本研究ではサロン参加の介護予防・フレイル抑制効果を明確化することはできなかっ
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た。今後より長期的な評価、大規模データにおける評価が重要と考えられる。 

 

 ２０１９年度について 

 2019 年度は疑似実験計画法により、大規模団地地区におけるサロンへの参加が個人のフ

レイル・要介護抑制におよぼす効果についての解析を行った。また知多北部広域連合の 4

市町における要介護認定非該当高齢者を対象とする郵送自記式質問紙調査を実施し、横断

データに基づく解析を行った。分析の結果、1. 大規模団地を有する地区における 3 年間の

縦断データ解析では、サロン参加者と非参加者との間に要介護リスク発生やフレイル新規

発生についての明確なリスクの違いは認められなかった。2．4 市町における大規模横断デ

ータの分析から、サロン参加が女性や 75 歳から 89 歳の年齢層において比較的高いこと、

抑うつ傾向をアウトカムとする解析から、サロン参加者は非参加者と比較して、抑うつ傾

向のある人が少ない傾向が認められた。 
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Ａ．研究目的 

 介護保険制度改正により 2018 年度から保険者機能強化推進交付金制度が開始された。高

齢者の自立支援・重度化予防に向け、住民主体の通いの場(サロンなど)づくりなど介護予防

の取り組みについても PDCA サイクル（計画―実施―評価―改善）体制の確立がますます

重視されつつある。しかしそもそも通いの場に参加することでフレイルや要介護状態が抑制

されるのか、またどのような通いの場への参加が特に有効であるのかについての知見は十分

とはいえない。 

 そこで本研究では、こうしたサロンへの参加が高齢者のフレイル・要介護抑制にもたらす

効果を疑似実験計画デザインに基づく 2 つのサブスタディから検証した。1.愛知県における

大規模団地を有する地区におけるサロンへの参加とフレイルや要介護発生との関連を縦断

データに基づき検証した。2.愛知県知多北部広域連合の 4 市町に居住する高齢者を対象にサ

ロン参加状況やプログラム内容の実態を把握しフレイルとの関連を予備的に検証した。 
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Ｂ．研究方法 

 ２年間全体について 

1. 大規模団地地区におけるサロン参加のフレイル・要介護抑制効果の検証 

1) データ 

 愛知県内にある大規模団地に居住する 65 歳以上男女全数（897 名）を対象に、郵送留

置き自記式質問紙調査を 2018 年 11-12 月に実施した。有効回収数は 537（有効回収率

59.9％）であった。このデータを 2015 年に同地区で実施したデータと突合し、3 年間の経

時変化を把握するためのパネルデータセットを構築した。突合可能ケースは 365 名であっ

た。さらに保険者より協力を得て、2015 年調査の有効回答者 634 名のうち、調査時点で

要介護認定非該当だった 569 名のデータに、2016 年 1 月から 2018 年 9 月末日までの要介

護認定や死亡等賦課情報を突合するコホートデータセットを構築した。 

2) 分析内容 

 当該団地において週 1 回開催されるコーヒーサロンに参加した経験がある者を「サロン

参加あり」とした。本サロンは、軽い体操や茶話、催し物を楽しむことができる居場所で

あると同時に、生活のちょっとした困りごとを気軽に相談できる窓口となることを狙いと

して開設されている。パネルデータでは、基本チェックリストに基づくフレイルおよび各

下位領域別フレイルの新規発生についてサロン参加有無との関連を解析した。フレイルは

Satake ら(2016)に基づく基本チェックリストによる判定（8 点以上）とし、下位項目につ

いては、基本チェックリストにおける各ドメイン別 2 次予防事業対象者選定基準（「運動

器」「低栄養」「口腔」「閉じこもり」「認知機能」「うつ」）を用いた。解析対象は、2015 調

査時にロバストの者（チェックリスト得点 0-3 点）、それぞれの下位項目の分析では非ハイ

リスク者を分析対象とした。コホートデータでは、2 年 9 か月の追跡期間中に要支援 1 以

上の認定を受けたケースをイベント発生ありとし、これをアウトカムとしてサロン参加有

無との関連を解析した。 

 

2.知多北部 4 自治体におけるサロンへの参加状況、プログラム内容の実態およびフレイル

との関連 

1) データ 

 日本老年学的評価研究が全国 63 自治体に居住する 65 歳以上要介護認定非該当男女を対

象に実施した調査のうち、知多北部広域連合（大府市、東海市、知多市、東浦町の 4 市

町）に居住する 18000 名を対象とした調査を担当した。郵送自記式質問紙調査を 2020 年

1~3 月に実施し、回収数 13457 名（回収率 74.8％：速報値）を得た。 

2) 分析内容 

 健康づくりや介護予防のための通いの場（サロン等）への参加割合、参加頻度、参加す

るサロンのプログラム内容等詳細についての記述統計を把握した。またフレイルの下位側
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面のひとつである抑うつ傾向について Geriatric Depression Scale 日本語 15 項目版の 5

点以上を「抑うつ傾向あり」とし、これをアウトカムとしてサロン参加との関連を横断的

に解析した。 

 

 ２０１９年度について 

1. 大規模団地地区におけるサロン参加のフレイル・要介護抑制効果の検証 

 2019 年度は主に構築したデータをもとに解析を実施した。1)パネルデータを用い、サロ

ン参加有無と基本チェックリストに基づくフレイル・下位領域別フレイルの新規発生との

関連、2)コホートデータを用いサロン参加有無と要支援 1 以上認定との関連を検討した。 

 

2. 知多北部 4 自治体におけるサロンへの参加状況、プログラム内容の実態およびフレイル

との関連 

 2019 年度は調査項目の確定および実査を実施した。またサロン参加状況の詳細や抑うつ

傾向との関連についての予備的解析を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

 研究 1 の実施については国立長寿医療研究センター倫理・利益相反委員会の承認を得て

実施した（承認番号 854）。研究 2 についても同委員会の承認を得て実施した（承認番号

1367）。調査目的、参加・中断の自由、個人情報保護について文書で説明を行い文書によ

る同意を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

 ２年間全体について 

1. 大規模団地地区におけるサロン参加のフレイル・要介護抑制効果の検証 

1) サロン参加とフレイルとの関連 

 分析の結果、「運動器」「閉じこもり」「ものわすれ」「抑うつ」のドメインでサロン参加

がリスクを軽減する方向性で作用していたものの、いずれも有意差は認められなかった。

逆に下位項目のうち「低栄養」の新規発生リスクは、統計的有意ではなかったもののむし

ろ参加者において高い傾向がみられた(図 1)。 
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2) サロン参加と要介護認定リスクとの関連 

 要介護認定非該当だった 569 名について、2 年 9 か月の追跡期間中に要支援 1 以上とな

った者は全体の 10.0％。要介護認定を受けた割合には有意な性差はみとめられなかった。

コホートデータ中、2015 年時点のサロン参加者は 68 名（12.0％）であった。Cox 比例ハザ

ードモデルによる分析の結果、サロン参加者は非参加者と比較して、要介護認定リスクが約

24％減少していたが、統計的有意差は認められなかった（図 2）。 

 
 

 

 

 

参加群 
非参加群 

累積生存率 

日数 

(p = .561) 

図 2 サロン参加有無と要介護認定リスクとの関連 

  注 1) Cox 比例ハザードモデルによる 

  注 2) 性、年齢、教育年数、独居有無、健康度自己評価を調整 

図 1 サロン参加有無とフレイルおよび領域別フレイルの新規発生との関連 

 注 1) ポワソン回帰；非参加者のリスクを１とした場合の Relative risk ratio を表示 

 注 2) 性、年齢、教育年数、独居有無、健康度自己評価を調整 

 注 3） 分析対象：ベースライン時に各リスクなしの者 
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2. 知多北部 4 自治体におけるサロンへの参加状況、プログラム内容の実態およびフレイル

との関連 

 解析データは 2020 年 5 月現在点検中である。本報告書では 12728 名による速報値を示

す。分析対象者の平均年齢（標準偏差）は 74.9 (6.0)歳、男性が 48.3％であった。 

1) サロン参加状況等 

 全体の 19.8％は少なくとも年数回以上、サロンに参加していた。男女別にみると、女性

では 29.5％が年数回以上参加しているのに対し、男性では 9.8％のみが参加していた（図

3）。年齢階級別にみると、最も参加割合が高いのは 85-89 歳の 25.7％であり、74 歳以下

や 90 歳以上では参加割合が低い傾向がみられた（図 4）。 

 他方参加しているサロンで実施されているプログラム内容についてみると、「茶話」が

75.0％、「体操」が 63.7％と最も実施割合が高かった（図 5）。 
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図 3 男女別サロン参加頻度 
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65-69歳
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月1－3回 年に数回 参加していない

図 4 年齢階級別サロン参加頻度 
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2) サロン参加頻度と抑うつ傾向との関連 

 性、年齢の影響を調整するポワソン回帰分析の結果、「サロン参加なし」の者と比較し

たサロン参加ありの各群（「週 1 回以上」「月 1 回以上」「年数回程度」）の「抑うつ傾向あ

り」に該当する比 (prevalence ratio) は 0.62～0.69 であり、「参加なし」の者と比較して

それぞれ 30-40％程度少なかった。ただし、参加頻度と比の明確な線形関係は認められ

ず、年に数回以上でもサロンに参加すると参加しない人よりもリスクが低いという結果で

あった。 

 

 ２０１９年度について 

1. 大規模団地地区におけるサロン参加のフレイル・要介護抑制効果の検証 

1) サロン参加とフレイルとの関連 

 分析の結果、フレイルおよびその下位領域とサロン参加有無との統計的有意差は認めら

れなかった。関連の方向性でみると「運動器」「閉じこもり」「ものわすれ」「抑うつ」の

ドメインではサロン参加がリスクを抑制する方向性で、「低栄養」リスクは、むしろリス

クを上昇させる方向性で関連していた。 

2) サロン参加と要介護認定リスクとの関連 

 2 年 9 か月の追跡期間中に要支援 1 以上の認定を受けた者は全体の 10.0％であった。コ

ホートデータ中、2015 年時点のサロン参加者は 68 名（12.0％）であった。Cox 比例ハザー

ドモデルによる分析の結果、サロン参加者は非参加者と比較して、要介護認定リスクが約

24％減少していたが、統計的有意差は認められなかった。 
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63.7%

39.3% 39.1%

28.0%
24.6%

18.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

図 5 参加しているサロンで実施されるプログラム内容 

 注 1) 実施あり割合を示す 
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2. 知多北部 4 自治体におけるサロンへの参加状況、プログラム内容の実態およびフレイル

との関連 

1) サロン参加状況等 

 全体の 19.8％は少なくとも年数回以上、サロンに参加していた。男女別にみると、女性

では 29.5％が年数回以上参加しているのに対し、男性では 9.8％のみが参加していた。年

齢階級別にみると、最も参加割合が高いのは 85-89 歳の 25.7％であり、74 歳以下や 90 歳

以上では参加割合が低い傾向がみられた。他方参加しているサロンで実施されているプロ

グラム内容についてみると、「茶話」が 75.0％、「体操」が 63.7％と最も実施割合が高かっ

た。 

2) サロン参加頻度と抑うつ傾向との関連 

 性、年齢の影響を調整するポワソン回帰分析の結果、「サロン参加なし」の者と比較し

た、サロン参加ありの各群（「週 1 回以上」「月 1 回以上」「年数回程度」）の「抑うつ傾向

あり」に該当する比は 0.62～0.69 であり、「参加なし」の者と比較してそれぞれ 30-40％

程度少なかった。ただし、参加頻度と比の明確な線形関係は認められず、年に数回以上で

もサロンに参加すると、参加しない人よりもリスクが低いという結果であった。 

 

Ｄ．考察と結論 

 ２年間全体について 

 本研究では、サロン等住民主体の通いの場への参加がフレイルや要介護発生に及ぼす影

響について２つのサブスタディから検証した。大規模団地を有する地区における縦断デー

タ解析の結果、サロン参加とフレイルや要介護発生との間に統計的有意な関連は認められ

なかった。これらの効果検証はある程度長期の追跡期間を設定しないと検出しづらい可能

性があるため、今後も引き続き保険者の協力を得て要介護認定情報や賦課情報の提供を受

け、データ構築と解析を実施していく予定である。また対象数が限られていることによる

検出力不足の可能性が否めないため、本研究で予備的解析を実施した日本老年学的評価研

究データのように、十分なサンプル数を確保した検証が重要である。本研究に残された課

題は多いが、今後ますます保険者による PDCA サイクル体制の強化が求められる中、本研

究は高齢者の自立支援・重度化予防に向けた効果検証のあり方に対し一定の示唆を及ぼす

ことができたと考えられる。 

  

Ｅ．健康危険情報 

 なし 

  

Ｆ．研究発表 

 １．論文発表 
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